
令和５年度のＥＢＰＭの実践について(取組方針)

〇 行政事業レビューにおけるＥＢＰＭの実践
・ 政策の立案・改善や予算編成プロセスといった意思決定プロセスで予算事業で実施されている行政事業レビューを活用する。
・ 各府省において、レビューシート全体の品質管理を進めていく。
・ 各府省は、重点フォローアップ対象事業の改善結果と、府省内で選定・表彰した優良事業改善事例を、ＥＢＰＭ推進委員会に報告する。
・ より発展的な効果検証を設計・実施し、その結果を事業の改善に効果的に活用するなど、事業の効果を追求する取組を行うことを推奨する。

○ 行政事業レビュー以外の政策プロセス（規制の立案・評価・見直し、税制改正プロセスにおける税制当局への説明や各種計画・施策パッケージ等の立案・見
直し）においても、EBPMの手法を活用する。

○ ロジックモデルは、政策課題とその現状に対し、政策手段から目的までの「経路」を端的に図示化するものであり、政策形成・ブラッシュアップ、対外的なコミュニ
ケーション、モニタリング・効果検証に有用であることから、政策の立案・実施・見直しの各段階において活用することを推奨する。

各種政策プロセス（政策の立案・評価・見直し）においてＥＢＰＭを実践し、より効果的な政策の立案・改善に努める。特に、予算事業については行政事業レ
ビューシート及びロジックモデルを活用する。
〇 行政事業レビューシートを活用したＥＢＰＭの実践を行う。

・ 試行版レビューシート、重点フォローアップ対象事業等について、レビューシート全体の品質管理を行い、令和４年秋のレビュー等から得られた示唆、問題
意識に基づく「改善に向けた視点」等を参考としつつ、改善を図る（※参考）。

・ 行政事業レビューの中から、優良事業改善事例を選定・表彰する。
・ 上記の取組について、ＥＢＰＭ推進委員会に報告する。

○ 行政事業レビュー以外の政策プロセス（規制、税制改正プロセス等）についても、行革事務局の取組方針に沿って対応する。
○ 令和６年度概算要求プロセスにおいて、レビューシートを活用するとともに、より発展的なＥＢＰＭの実践を行うため、①新規事業、②モデル事業、③大幅見
直し事業のうち、一定の選定基準 (※１) に該当する事業（ただし、除外基準（※２）に該当する事業を除く。）、④部局単位で①～③に該当する事業
が１つもない場合は、新規事業（新規事業がない場合は既存事業）のうち最も要求額が大きい事業について、ロジックモデルを作成し、活用する。このうち
一部を公表。

○ 過年度のＥＢＰＭ実践事業については、ロジックモデル等の内容を更新するなどして取組を継続する。
※１ 一定の選定基準（今後、ＥＢＰＭの実践等を通じて、毎年度見直しを行う予定）

厚生労働省における令和５年度の取組方針

内閣官房行政改革推進本部事務局の取組方針 (令和５年４月10日内閣官房行政改革推進本部事務局)

注 年度途中で補正予算対応となった事業についても、令和６年度に事業を継続する場合は、引き続き本年度の実践事業とする。

概 要事 業

新規に予算要求する事業であり、要求額が１億円以上の事業新規事業①
本格的な事業展開に先立って、規模や対象を限って一定の手法を実践することなどを通じ、有効性を検証する事業
ただし、過年度にＥＢＰＭの実践対象となった事業を除く。モデル事業②

対前年度予算額50％以上増加する事業であって、かつ、増加分の差額が１億円以上の事業大幅見直し事業③
※ 部局単位で①～③に該当する事業が１つもない場合

①以外の新規事業(新規事業がない場合は③以外の既存事業)のうち、最も要求額が大きい事業(部局単位)
なお、本欄は財務省主計局への概算要求提出時まで適用する。

①に該当しない新規事業
又は

③に該当しない既存事業
④

参考２



令和５年度のＥＢＰＭの実践について(取組方針)

※２ 除外基準（ロジックモデルの作成・提出を不要とする。）

事 業

事業の内容が、現状分析・課題分析を目的とした事業ⅰ
司法判断により国が実施義務を負うことが明らかな事業ⅱ
現在の事業において採用されている手法に代わりうる有効な手法を検討することが困難な事業
（外交的判断で意思決定されており、原局レベルで代替案を検討することができない事業等を想定。個別協議の上、判断）ⅲ

効果検証実施年度（令和７年度）までに終了する事業（モデル事業を除く。）ⅳ
政策目的から遡った政策手段の検討余地がない事業（義務的経費の支出、システム改修、施設整備などの事業で、既定方針の実施過程にあるもの）ⅴ

注 上記ⅰ～ⅴ以外に、特殊事情によりＥＢＰＭの実践が困難な場合には、個別協議の上、判断する。

厚生労働省における令和５年度の取組方針

＜総論＞
① 主要なアクティビティを漏れなく記載するとともに、各アクティビティの効果の発現経路を踏まえ、それぞれの内容に応じた効果検証ができるような活動/成果目標・
指標を設定することができないか。

② 事業の目的が複数ある場合について、各目的に応じた効果検証を行うための指標を設定することができないか。
③ 初期アウトカムや最終アウトカムが設定されていない箇所について、これらを設定することができないか。
④ 初期アウトカムには、事業が順調に狙った効果に向かって進んでいるか、異変が生じていないかを初期の段階で発見する「炭鉱のカナリア」としての役割が期待され
ることから、比較的初期の段階における事業の効果を把握・検証し、その後の改善に繋げるために有効な指標を設定することができないか（初期アウトカムの効果
発現までに時間がかかりすぎると、「炭鉱のカナリア」として機能せず、事業の改善に活用できない）。

⑤ 最終アウトカムについて、抽象的・一般的に過ぎる成果指標ではなく、当該事業からもたらされる効果に対応した成果指標を設定することができないか。
⑥ 初期アウトカムや最終アウトカムについて、事業の進捗に伴い当然に達成される成果指標ではなく、④・⑤の観点を踏まえた成果指標を設定することができないか。
⑦ 初期アウトカムと最終アウトカムについて、より因果関係を確保したものに改善することができないか。
⑧ 定量的な成果指標が設定されていない箇所について、目的・手法が類似する事業等も参考にして、定量的な指標を設定することができないか。設定が困難な
場合は、その理由を客観的な観点から分かりやすく丁寧に説明することができないか。

＜事業の多様性等に応じた問題意識＞
⑨ 閣議決定等の政府における各種文書で決められた目標を成果指標・目標として設定している場合について、事業のアクティビティによる効果を把握・検証すること
ができる成果指標を設定することができないか。

⑩ 補助金や交付金等について、要綱等に効果検証を行うために必要な情報の収集等の枠組みが盛り込まれていない場合は、これを盛り込むことができないか。
⑪ 同一の内容で長期間実施されている事業（既定経費）について、事業の最終的な目的に向かっているかどうかや、目的を達成し続けているかを検証するための
最終アウトカムを設定できないか。

※参考 令和４年秋の年次公開検証から得られた示唆に基づく改善に向けた視点（令和４年12月21日行政改革推進会議（第51回）資料３
「行政事業レビューにおけるＥＢＰＭの実践について」より



【行政事業レビューシートを活用したＥＢＰＭの実践】

《フォローアップ期間》

○ＥＢＰＭ推進委員会
・重点フォローアップ対象事業の改善結果報告
・優良事業改善事例報告

令和５年度ＥＢＰＭの実践のスケジュール

（※５）

【ロジックモデルを活用したＥＢＰＭの実践】

Ｒ５/４ Ｒ５/７ Ｒ５/10 Ｒ６/１

○試行版レビューシート・重点フォロアップ対象事業等の改善 ○レビューシートの公表(9月)

○ＥＢＰＭ推進委員会
・今後のEBPMの推進について

重点フォローアップ
事業の選定

Ｒ５/６中 Ｒ５/８末
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・ロジックモデルの点検、助言等
・省内査定を踏まえた修正
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・継続的なヒアリング、エビデンス、効果
検証方法等の精度向上に向けた指摘

ＥＢＰＭ推進に係る有識者検証会
による効果検証対象事業の選定
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デ
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公
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事
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実

施

・Ｒ５年度のＥＢＰＭ実践事業について 効果検証手
法等の提示（Ｒ６年度に向けて）

・政策部局が希望する事業について効果検証の実
施（２事業程度）
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）

・「改善に向けた視点」等を踏まえた改善

○公開プロセスの実施
・公開プロセス外部有識者会合
・公開プロセス外部有識者事前勉強会

○行革事務局における秋のレビュー実施
(11月)

○公開プロセス本番(6月) ○レビューシートの公表(9月)

・外部有識者によるヒアリング
○行政事業レビュー講評(８月)

注 ＥＢＰＭ推進に係る有識者検証会を開催し、ＥＢＰＭの実践状況の検証を行う。


